
・安全管理士等による職場改善指導等の労働災害防止団体を通じた支援の充実

・企業のマネジメントの中へ安全衛生を位置付けることを推奨。労働者の安全衛生
に関する経営トップからの取組方針の設定・表明等、積極的な取組を推進

・労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）の発効に合わせ、我が国の産業
現場で用いられている安全衛生活動や健康確保の取組を取り入れ、JISを制定

・ISO45001やILOの指針との整合性や健康確保のための取組の方策等も考慮し、労
働安全衛生マネジメントシステムに関する指針（告示）の改正を検討し普及

・産業安全や化学物質対策への活用に加え、過重労働対策やメンタルヘルス対策等
への活用について検討

（２）労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用

・労働災害が減少しない業界や取組が低調な業界団体に対する要請
・労働災害が増加傾向にある業種等について、業界団体等による自主的な安全衛生

活動の促進策の検討 等

（５）業界団体内の体制整備の促進

・建設業等における元方事業者等による関係請負業者に対する健康確保対策の推進
のため、効果的な取組の検討 等

（６）元方事業者等による健康確保対策の推進

（７）業所管官庁との連携の強化

（８）中小規模事業場への支援

「安全衛生優良企業公表制度」
優良企業に認定されると、厚生労働省のホームペー
ジで企業名が公表されます。また、安全衛生優良企
業マークが名刺や商品などに使用でき、さまざまな
場所でPRすることができます。
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６ 企業・業界単位での安全衛生の取組の強化

（１）企業のマネジメントへの安全衛生の取込み

優良企業公表制度 職場のあんぜんサイト 検 索

（９）民間検査機関等の活用の促進

（３）企業単位での安全衛生管理体制の推進

（４）企業における健康確保措置の推進

（１）高校、大学等と連携した安全衛生教育の実施

・安全衛生専門人材の育成、労働安全・労働衛生コンサルタント等の事業場外の専門人

材の活用を総合的に検討し、安全衛生管理組織の強化を図る

・職長教育、雇入れ時教育等の安全衛生教育の充実の検討や実施を推進。安全衛生に関

する専門家の育成やその活用を支援

・職場における安全確保や健康確保の仕組み、メンタルヘルス等に係る基礎知識等につ

いて、文部科学省と連携しつつ、学校教育への取込み等を働きかけるとともに、大学

の理工系学部の学生を対象として、安全衛生に関する知識を体系的に教育するカリキ

ュラムを策定し、大学に導入を働きかける

・ＶＲ（バーチャル・リアリティ）技術を応用した危険感受性を高めるための教育の推

進

（２）危険体感教育及び震災に備えた対策の推進

・スポーツ庁と連携した運動実践を通じた労働者の健康増進の推進

（３）2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を活用した
健康促進

・技能検定試験の関係団体と連携して、技能検定の受検者等に安全衛生に関する知見の

普及を推進

（４）技能検定試験の関係団体との連携

・独立行政法人労働者健康安全機構と連携し、産業機械や化学物質等の安全衛生に関

する研究を推進し、施策に活用

・安全衛生分野の国際貢献を積極的に推進

（５）科学的根拠、国際動向を踏まえた施策推進
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